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指
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・
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援
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業
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指
定
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ガ
イ
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策
定

運
営
状
況
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定

急
伸
し
た
、

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
の
総
額

　

近
年
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
の
総
額
は
、

障
害
者
自
立
支
援
法
の
施
行
時
か
ら
４
倍
以
上

に
増
加
し
、
と
く
に
2
0
2
3（
令
和
５
）年
度

か
ら
2
0
2
4（
令
和
６
）
年
度
に
か
け
て
12
・

1
％
の
急
伸
が
み
ら
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
１

人
当
た
り
費
用
額
（
月
額
）
は
、
2
0
2
4（
令

和
6
）
年
度
改
定
の
改
定
率
（
＋
1
・
12
％
）
を

大
き
く
上
回
り
、
6
・
0
％
の
伸
び
と
な
っ
て

い
る
（
図
１
）。
こ
れ
を
サ
ー
ビ
ス
類
型
別
に
み

る
と
、就
労
継
続
支
援
B
型
が
20
・
1
％
と
、最

も
大
き
い
伸
び
率
と
な
っ
て
い
る
（
図
２
）。

　

こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
、
な
か
で
も
就
労
移

行
支
援
体
制
加
算
に
つ
い
て
は
、
同
一
の
利
用
者

に
つ
い
て
A
型
事
業
所
と
一
般
企
業
の
間
で
複
数

回
離
転
職
を
繰
り
返
し
、
そ
の
都
度
加
算
を
取
得

す
る
と
い
う
、
本
来
の
制
度
趣
旨
に
沿
わ
な
い
形

で
算
定
す
る
事
業
者
が
あ
っ
た
こ
と
等
か
ら
、
１

事
業
所
で
年
間
に
算
定
可
能
な
就
職
者
数
に
上
限

（
当
該
事
業
所
の
定
員
数
ま
で
）
が
設
け
ら
れ
て

い
る（
2
0
2
6（
令
和
８
）年
4
月
１
日
施
行
）。

　

ま
た
、
就
労
継
続
支
援
B
型
に
つ
い
て
は
、

　障害者の就労継続支援事業所について　障害者の就労継続支援事業所について
は、就労能力の向上に寄与しない事業をは、就労能力の向上に寄与しない事業を
行っている事業者の参入が指摘されてい行っている事業者の参入が指摘されてい
ることから、202ることから、20255（令和７（令和７））年年1111月に月に、、
新規指定・運営状況の把握・新規指定・運営状況の把握・
指導のためのガイド指導のためのガイド
ラインが国からラインが国から
示されています。示されています。
内容をみながら、適切な内容をみながら、適切な
事業運営について考えます。事業運営について考えます。
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実
施

と
い
っ
た
対
応
を
行
っ
て
い
る
自
治
体
も
あ
り
、
専

門
家
等
が
新
規
申
請
時
に
自
治
体
職
員
を
サ
ポ
ー
ト

す
る
仕
組
み
は
効
果
を
上
げ
て
い
る
こ
と
も
判
明
し

て
い
る
。

　

な
お
、
新
規
指
定
申
請
を
し
て
き
た
事
業
者
の

先
々
の
運
営
に
疑
問
が
残
る
場
合
で
も
、
そ
れ
を
も

っ
て
直
ち
に
指
定
申
請
自
体
を
不
受
理
に
は
で
き
な

い
等
の
課
題
が
あ
り
、
国
に
は
、
自
治
体
職
員
の
事

務
の
根
拠
や
後
ろ
盾
と
な
る
、
就
労
支
援
事
業
に
特

化
し
た
指
定
・
指
導
事
務
要
領
や
通
知
、
ツ
ー
ル
の

提
供
が
求
め
ら
れ
て
い
た
。

　

そ
こ
で
、
前
述
の
調
査
研
究
の
結
果
と
社
会
保
障

審
議
会
障
害
者
部
会
で
の
議
論
を
踏
ま
え
、

2
0
2
5
（
令
和
７
）
年
11
月
に
「
指
定
就
労
継
続

支
援
事
業
所
の
新
規
指
定
及
び
運
営
状
況
の
把
握
・

指
導
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
が
国
か
ら
示
さ
れ

る
こ
と
と
な
っ
た
。

2
0
2
5（
令
和
７
）年
11
月
に

示
さ
れ
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
内
容
は

　

同
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
主
な
内
容
を
み
る
と
、
ま
ず

指
定
権
者
の
役
割
と
し
て
、
指
定
希
望
者
が
障
害
者

総
合
支
援
法
を
は
じ
め
関
係
法
令
の
規
定
、
円
滑
な

運
営
に
必
要
不
可
欠
な
知
識
等
を
有
し
て
い
る
か
、

利
用
者
の
就
労
の
知
識
・
能
力
を
向
上
さ
せ
る
支
援

内
容
と
な
っ
て
い
る
か
等
に
つ
い
て
総
合
的
に
審
査

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
指
定
希
望
者
に
対

し
て
面
談
や
確
認
を
行
う
場
合
は
、
指
定
希
望
者
が

委
託
等
を
し
て
い
る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
会
社
や
代

理
者
等
で
は
な
く
、
必
ず
指
定
希
望
者
の
法
人
の
代

表
者
、
事
業
所
の
管
理
者
や
サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者

平
均
工
賃
月
額
の
算
定
方
式
の
見
直
し
に
よ
り
、
見

直
し
の
意
図
と
異
な
る
形
で
高
い
報
酬
区
分
の
事
業

者
が
増
え
た
こ
と
に
対
応
し
、
基
本
報
酬
区
分
の
見

直
し
が
行
わ
れ
て
い
る
（
2
0
2
6
（
令
和
８
）
年

6
月
1
日
施
行
）。

　

ち
な
み
に
、
就
労
移
行
支
援
体
制
加
算
に
関
す
る

直
近
の
不
正
受
給
事
案
と
し
て
は
、

●（
株
）
絆
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
（
大
阪
市
）
傘
下
の

4
事
業
所
が
約
1
1
0
億
円
の
返
還
を
求
め
ら
れ

（
2
0
2
6
（
令
和
8
）
年
3
月
）、
同
年
5
月
に
事

業
者
指
定
取
り
消
し
の
行
政
処
分
を
受
け
る
（
同
年

6
月
に
会
社
更
生
法
の
適
用
を
申
請
）

●
就
労
継
続
支
援
A
型
事
業
所
テ
イ
ラ
ー
ズ
・
ギ
ル

ド
（
大
阪
府
八
尾
市
）
が
約
2
億
4
0
0
0
万
円
の

返
還
を
求
め
ら
れ（
2
0
2
6（
令
和
8
）
年
5
月
）、

同
年
6
月
末
で
の
事
業
者
指
定
取
り
消
し
の
行
政
処

分
を
受
け
る

等
の
事
例
が
あ
る
。

自
治
体
の
指
定
・
指
導
事
務
の
実
態

　

前
述
の
よ
う
な
不
正
受
給
事
案
が
発
生
す
る
背
景

に
は
、
自
治
体
に
お
け
る
指
定
・
指
導
事
務
の
担
当

部
署
の
人
員
配
置
が
少
な
い
こ
と
も
あ
る
。「
自
治

体
に
お
け
る
就
労
継
続
支
援
事
業
所
の
要
件
確
認
等

の
実
態
に
関
す
る
調
査
研
究
」（
令
和
６
年
度
障
害

者
総
合
福
祉
推
進
事
業
）
に
よ
る
と
、
都
道
府
県
・

政
令
市
で
は
４
～
６
人
、
中
核
市
で
は
１
～
３
人
の

配
置
が
多
く
、
そ
の
う
ち
担
当
年
数
が
３
年
以
上
の

職
員
数
は
ほ
と
ん
ど
が
１
～
２
人
と
な
っ
て
い
る
。

就
労
支
援
を
専
任
的
に
担
当
す
る
職
員
の
配
置
は
、

都
道
府
県
・
政
令
市
は
２
～
３
割
程
度
で
あ
り
、
中

核
市
に
は
ほ
と
ん
ど
い
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
就
労
系
サ
ー
ビ
ス
は
、
福
祉
に
加
え
て
生

産
活
動
や
民
間
企
業
の
決
算
書
類
に
関
す
る
知
識
な

ど
、
複
雑
か
つ
広
範
囲
に
わ
た
る
知
識
・
経
験
が
必

要
と
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
制
度
理
解
や
書
類
審
査
に

お
い
て
難
し
さ
を
感
じ
る
職
員
が
多

い
結
果
と
な
っ
て
い
る
。

　

多
く
の
自
治
体
で
専
任
者
の
必
要

性
を
感
じ
る
一
方
、
さ
ま
ざ
ま
な
課

題
が
あ
り
実
現
に
至
っ
て
い
な
い
。

他
方
、

・
新
規
指
定
申
請
の
審
査
の
た
め
に

中
小
企
業
診
断
士
・
公
認
会
計
士
等

の
専
門
家
会
議
を
設
置
し
、
事
前
協

議
に
申
し
込
み
の
あ
っ
た
事
業
所
を

全
件
審
査

・
指
導
担
当
部
署
に
会
計
・
企
業
決

算
等
の
専
門
的
知
識
を
も
つ
会
計
年

度
任
用
職
員
を
配
置
し
、
A
型
に
特

化
し
た
チ
ー
ム
を
作
り
、
指
導
等
を
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年間総費用額と伸び幅・伸び率
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(R5→R6)
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居宅介護
重度訪問介護
短期入所
療養介護
生活介護

施設入所支援
共同生活援助
就労移行支援

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

児童発達支援
放課後等

デイサービス
障害者
障害児
全体

令和５年度→令和６年度の主なサービスごと
の年間総費用額の推移と伸び率図2
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子
育
て
家
庭
を
幅
広
く
受
け
入
れ
、

地
域
の
保
育
ニ
ー
ズ
に
応
え
る

　
愛
知
県
豊
橋
市
に
あ
る
社
会
福
祉
法

人
明
照
保
育
園
は
、「
豊
か
な
体
験
・

遊
び
を
通
じ
、
情
緒
豊
か
で
自
律
し
た

子
ど
も
を
育
て
る
」
と
い
う
保
育
を
実

践
す
る
と
と
も
に
、
地
域
の
子
育
て
拠

点
と
し
て
多
様
な
地
域
貢
献
活
動
に
取

り
組
ん
で
い
る
。

　
昭
和
28
年
に
開
設
さ
れ
た
明
照
保
育

園
は
、
昭
和
43
年
に
社
会
福
祉
法
人
に

組
織
変
更
を
行
い
、
園
舎
の
増
改
築
や

定
員
拡
大
を
重
ね
な
が
ら
地
域
の
保
育

ニ
ー
ズ
に
対
応
し
て
き
た
。
平
成
27
年

に
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
に
移
行

し
て
い
る
。

　
同
園
が
地
域
で
担
っ
て
き
た
役
割
に

つ
い
て
、
理
事
長
の
中
島
章
裕
氏
は
次

の
よ
う
に
説
明
す
る
。

　「
当
園
は
、
戦
前
の
農
繁
期
の
託
児

所
を
起
源
と
し
、
開
設
当

初
か
ら
『
ド
ナ
タ
デ
モ
オ

イ
デ
ク
ダ
サ
イ
』
と
い
う

方
針
の
も
と
、
地
域
の
こ

ど
も
や
子
育
て
家
庭
を
幅

広
く
受
け
入
れ
る
姿
勢
を

大
切
に
し
て
き
ま
し
た
。

平
成
15
年
に
は
、
当
時
保

育
所
で
は
少
な
か
っ
た
放

課
後
児
童
ク
ラ
ブ
（
定
員

1
1
0
人
）
の
運
営
を
開

始
し
、
卒
園
後
も
つ
な
が

り
続
け
る
こ
と
に
よ
り
、

こ
ど
も
た
ち
の
健
全
な
育

成
を
サ
ポ
ー
ト
し
て
い
ま

す
。
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

は
、
小
学
6
年
生
ま
で
受

け
入
れ
、
毎
日
多
く
の
卒

園
児
が
来
所
し
て
い
ま

す
。
年
上
の
子
が
年
下
の

子
の
面
倒
を
み
て
く
れ
る

こ
と
が
日
常
的
と
な
っ
て

お
り
、
親
や
保
育
士
だ
け

で
は
で
き
な
い
、
こ
ど
も
同
士
の
育
ち

あ
い
、
心
の
成
長
を
育
む
こ
と
に
つ
な

が
っ
て
い
ま
す
」（
以
下
、「 

」
内
は

中
島
理
事
長
の
説
明
）。

　
さ
ら
に
、
令
和
6
年
に
は
、
同
園
の

隣
接
地
に
１
階
は
0
歳
児
の
分
園
（
定

員
25
人
）、
2
階
は
児
童
発
達
支
援
事

業
と
放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
を
併
設

す
る
多
機
能
型
事
業
所「
明
照
み
っ
け
」

を
開
設
し
、
乳
幼
児
か
ら
学
童
期
、
さ

ら
に
発
達
支
援
ま
で
を
視
野
に
入
れ
た

地
域
の
子
育
て
支
援
拠
点
と
し
て
の
機

能
を
強
化
し
て
い
る
。

　こ
ど
も
の
遊
び
や
興
味
・
関
心

を
引
き
出
す
環
境
づ
く
り

　
明
照
保
育
園
の
定
員
は
2
9
5
人

（
分
園
を
含
む
）、建
物
は
3
階
建
て
で
、

1
階
に
1
～
3
歳
児
の
保
育
室
、
2
階

未来への投資で人を育む、
持続可能な保育経営

　福祉医療機構では、地域の福祉医
療基盤の整備を支援するため、有利
な条件での融資を行っています。今
回は、その融資制度を利用された愛
知県豊橋市にある「明照保育園」を
取りあげます。同園は、地域の子育
て支援拠点として多様な地域貢献
活動に取り組んでいます。地域に向
けた活動や働きやすい職場環境づ
くりの取り組みについて取材しま
した。

— 愛知県豊橋市・社会福祉法人明照保育園 幼保連携型こども園明照保育園 —

施設の概要施設の概要

幼保連携型こども園明照保育園
　　　　  　　　　 〒 441 −8093

愛知県豊橋市牟呂中村町 6 −1
  TEL   0532 −31 −1419
  FAX   0532 −31 −1499
  URL   https://www.tcp-ip.or.jp/~meisyou/

開　　設：昭和 28 年
理 事 長：中島　章裕
園 　 長：中島　章悟
定 　 員：295 人（分園含む）
併設施設：放課後児童クラブ（定員 110 人）
法人施設：�児童発達支援事業所、放課後等デイサービス

社会福祉法人
明照保育園 
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